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第１節　保健医療圏

１　保健医療圏設定の意義

　住み慣れた地域で安心した生活を送るためには、必要とする保健医療サービスを、県民
誰もが必要に応じて適切に受けられることが必要です。
　こうした県民の保健医療ニーズに対応するため、一次、二次、三次の各保健医療圏を設
定し、保健・医療・福祉を担う機関や団体等の相互の機能分担と連携を図ることにより、
県民の安心を支え、効率的で安全な保健医療サービスを提供できる体制の整備を目指して
います。

（１）一次保健医療圏（区域：市町村）
　県民の日常生活に密着した保健医療サービスの提供や、頻度の高い一般的な疾病の治
療などを行うための最も基礎的な圏域です。
　頻度の高い一般的な疾病には、かかりつけ医を中心とした身近な地域の医療体制が必
要であり、介護保険事業や健康増進事業などは市町村が実施主体であること等から、住
民に身近な地域での保健・医療・福祉の連携体制構築を図るため、市町村区域となって
います。
　具体的には、次のようなサービスが提供されます。
　・　かかりつけ医による一般的な診療
　・  　市町村保健センター等を中心とした健康管理、疾病の予防活動などの身近な保健
サービス

（２）二次保健医療圏（区域：県内の10圏域）
　高度・特殊な医療を除く一般的な入院医療、リハビリテーション及び比較的専門性の
高い保健医療サービスの提供を行う圏域です。
　主にこの圏域を単位として、保健医療サービスを提供するための施設や設備、医師や
看護師等の医療従事者の適正配置及び保健医療提供体制の体系化を図っていきます。
　具体的には、次のような保健医療施策が実施されます。
　・　一般病床及び療養病床の整備
　・　保健医療施設の機能分担・連携の促進、地域医療支援病院の整備
　・　救急医療体制の整備、へき地医療の確保、地域リハビリテーションの確保

（３）三次保健医療圏（区域：県）
　高度・特殊な医療や、より広域的に実施すべき保健医療サービスの提供を行う圏域です。
　具体的には、次のような保健医療施策が実施されます。
　・　精神病床、結核病床及び感染症病床の整備
　・　統合型医療情報システムや周産期医療情報システムの運用
　・　先進的な技術や特殊な医療機器を必要とする医療機能の整備
　・　発生頻度が低い疾病に対する医療や専門性の高い救急医療の確保
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２　二次保健医療圏

　本県の二次保健医療圏については、次表の市町村で構成される 10 圏域とします。

〔資料〕国土地理院「面積調（H28年）、県 ｢年齢別人口統計調査（H29年）｣
なお、四捨五入の関係で圏域面積の合計と県面積とは一致しない。



18

第
３
章

保
健
医
療
圏
と
基
準
病
床
数

第３章　保健医療圏と基準病床数

３　二次保健医療圏の再検討

（１）二次保健医療圏の設定の見直し基準について
　国が定める医療計画作成指針では、二次保健医療圏の設定について、人口規模が 20
万人未満の二次医療圏については、流入入院患者割合が 20％未満であり、かつ、流出
入院患者割合が 20％以上となっている場合には、入院に係る医療を提供する一体の区
域として成り立っていないと考えられるものとして、医療圏設定の見直しを検討するこ
とが必要とされています。

（２）二次保健医療圏の現状について
　本県の既設の 10 保健医療圏で、圏域の人口規模が 20 万人未満となるのは６保健医療
圏ありますが、県「患者調査（平成 27 年）」では、この６圏域のうち、流入入院患者割
合が 20％未満で、かつ、流出入院患者割合が 20％以上となるところはありませんでした。

（３）第８次計画における二次保健医療圏の設定について
　第８次計画では、次の理由から、既設の 10 保健医療圏を維持することとします。
ア   　既設の 10 保健医療圏のうち、国の医療計画作成指針で求められる見直し基準に該
当する圏域がないこと。
イ  　既設の 10 保健医療圏を基本として、各種拠点病院の整備等、様々な医療需要に効
率的に対応できる保健医療提供体制の構築が進展していること。
ウ  　広域的な医療需要に対しては、疾病・事業ごとに柔軟に対応する「二．五次保健医
療圏」を設定し、医療機関の間で連携体制の構築が図られていること。
　なお、今後の地域医療構想の推進や地域包括ケアシステムの構築などを踏まえながら、
第８次計画の期間中も、引き続き二次保健医療圏のあり方や県、市町村、医療関係者の
役割などについて検討していくこととします。

４　二． 五次保健医療圏

（１）二．五次保健医療圏の設定について
　本県では、第６次計画（計画期間：H22年度～H26年度）の策定の際に、次のような医療・
社会情勢の変化を踏まえ、二次保健医療圏のあり方について関係者との協議や検討を進
めました。
・  　特定の診療科を中心として医師不足が進行しており、一部の医療機関では医療
機能に影響が出ていること。
・  　医療技術の進展の中で、ｔ－ＰＡのように、限られた時間の中で、多くの医療
スタッフが対応するなど、従来の圏域を越えて複数の医療機関が連携して地域医
療を守っていく必要性が高まっていること。

　こうしたことから、第６次計画からは、本県独自の考え方として、疾病や事業によっ
ては医療資源の状況などから二次保健医療圏より広域的かつ柔軟に対応する「二．五次
保健医療圏」を設けています。
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（２）第８次計画における二．五次保健医療圏
　限られた医療資源を有効に活用するため、第８次計画においても、従来の「二．五次
保健医療圏」の考え方を継承し、複数の二次保健医療圏の関係機関が連携して、広域的
かつ柔軟に医療需要に対応することとします。

（注）  ５疾病・５事業及び在宅医療のうち、精神疾患、救急医療、災害医療、へき地医療及び在宅医療については、
個別事業ごとに圏域を設定して医療連携体制の構築を推進している。

【二次保健医療圏と二．五次保健医療圏の関係】
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【地域医療連携推進法人制度とは】
　地域医療連携推進法人は、平成 29 年４月２日から始まった新たな制度で、地域医療
構想や地域包括ケアシステムを達成するための一つの選択肢として創設されました。
　この制度では、医療機関における機能の分担及び業務の連携を推進するための方針
を定め、当該方針に沿って、参加法人の医療機関の機能の分担及び業務の連携を推進
することを目的とする一般社団法人を都道府県知事が地域医療連携推進法人として認
定する仕組みとなっています。
　地域医療連携推進法人には介護事業等を実施する非営利法人も参加することができ
ることとされており、介護との連携も図りながら、地域医療構想の達成及び地域包括
ケアシステムの構築に資する役割を果たすものとされています。また、当該法人に参
加する施設間で病床数の調整ができるなどのメリットがあるとされています。
　なお、県が地域医療連携推進法人の認定等を行うに当たっては、地域医療構想との
整合性に配慮するとともに、あらかじめ都道府県医療審議会の意見を聴くこととされ
ています。

第２節　基準病床数

１　基準病床数

　基準病床数は、病院及び診療所の病床の適正配置を促進することを目的に、医療法第 30
条の４第２項第 14 号の規定に基づき、病床整備の基準として、病床の種別ごとに定めるも
のです。
　一般病床及び療養病床に係る基準病床数は二次保健医療圏ごとに、精神病床、結核病床
及び感染症病床は県全域で定めます。
　なお、基準病床数は整備すべき病床数を示すものであって、現在ある病床を強制的に基
準病床数まで削減させるというものではありません。
　保健医療計画で定めた基準病床数を既存病床数が上回っている、いわゆる「病床過剰地
域」では、病院の開設・増床・病床種別の変更又は診療所の病床の設置・増床を行おうと
する場合は、原則として、開設中止等の知事の勧告の対象となります。
　ただし、「病床過剰地域」においても、医療の高度化や機能分化のため病床の増床や再編
が必要な場合には、基準病床数制度における特定の病床に係る特例措置や公的医療機関等
の再編統合の特例措置、地域医療連携推進法人制度の活用などにより病床の整備ができる
場合があります。
　この計画における基準病床数は次の表のとおりです。
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（１）一般病床及び療養病床（１）一般病床及び療養病床

（２）精神病床

（３）結核病床

（４）感染症病床

（※既存病床数はいずれも平成 30 年３月末現在）
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２　届出により一般病床等を設置できる診療所（特例診療所）

　医療法第７条第３項及び医療法施行規則第１条の 14 第７項第１号及び第２号の規定に基
づき、次の診療所については、一般病床又は療養病床の設置について許可を受けることを
要せず届出により設置できることとされています。
　・  　医療法第 30 条の７第２項第２号に掲げる医療の提供の推進のために必要な診療所そ
の他の地域包括ケアシステム（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関
する法律第２条第１項に規定する地域包括ケアシステムをいう）の構築のために必要
な診療所

　・  　へき地の医療、小児医療、周産期医療、救急医療その他の地域において良質かつ適
切な医療が提供されるために必要な診療所

　なお、上記の診療所に該当するかどうかについては、届出前に事前計画書等の提出を求
める等の方法で確認するとともに、都道府県医療審議会の議を経るものとされています。


